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序章 問題意識と考察の視点  
 



















飲料水，菓子）に関する戦略的な取り組みの支援という 3 点の方向性を示した。  
ところが，目標の達成年次が近づくなか，「重点 8 品目」の中で目標達成する





















第２節 品目的意義と研究対象  































































だからである。2017 年度において日本の肉加工品製造業は 400 社（4 人以上の
事業所）が存在し，製造品出荷額は 9,222.5 億円（食料品製造業全体の 14％）
である。そのうち，日本ハム株式会社を筆頭とする大手 3 社のハム・ソーセー
ジ類の合計売上（2017 年）だけをみても 4,034.5 億円と，肉加工品製造業の約
半分を占めるからである。  
 








食品の対中国への輸出額は 1,056 億円（香港市場：657 億円，大陸市場：399 億
円）と，前年より 41.7％も上昇している。しかも，輸出先国・地域の第 1 位と
なっているものの，中国側の農林水産物・食品の輸入額に占める日本のシェア
は，わずか数％程度（香港市場は約 5％，大陸市場は 1.6％）であり，更なる輸
出拡大の余地があると考えられる 3）。  
 









































第 2 課題（第 3 章）は，製品差別化戦略を志向している中国系食品小売チャ
ネルを対象に，中国大陸で輸出を拡大させるために有益な企業行動を明らかに
する。香港の 2018 年の 1 人当たり GDP は 4 万 8,517 ドルと日本の 3 万 9,304 ド














工業年鑑」により，2013 年から 2017 年にかけて中国の食肉加工品製造業の出













ハム類の輸入状況をみると，2017 年で 44.8 億円輸入している。この規模は日本
の輸出額の実に 100 倍以上に上る。  




















3 考察の視点  
上記のように，伝統食品に設定した課題 1 と課題 2 の解明を通し，中小企業
を対象に香港を含めた中国向けの輸出拡大に寄与する発展段階論において有益
と考えられる企業行動を明示する。そして，近代食品部門に設定した課題 3 と






































































たばこ製品）の輸入額は 1,599 億元（2.5 兆円，たばこおよびたばこ製品を除













企業の段階（グローバル段階Ⅱ）」の 6 段階に区分されている。  
5）日本のハム・ソーセージは， 1872 年（明治 5 年）に長崎の片岡伊右衛門   
が米国人のペンスニより食肉加工を伝授され，工場を建設して製造を開始
する。日本ハム・ソーセージ共同組合を参照。  
6）2017 年日本の食肉加工品製造業者の製造品出荷額は 9,223 億円。経済産業省
「工業統計表 産業別（0912）」を参照。  
7）「平成  28 年度輸出に取り組む優良事業者表彰」の合計受賞した 16 事業者
（農林水産大臣賞 5 社，食料産業局長賞 11 社）のうち，加工食品製造企業は
3 社（19％）が含まれている（旭酒造株式会社，株式会社ヤマト醤油とみそ，
オリオンビール株式会社）。平成 29 年には，合計 15 受賞事業者（農林水産大
臣賞 5 社，食料産業局長賞 10 社）のうち，加工食品製造企業は 8 社（53％）
に増えている（株式会社スギヨ，西山製麺株式会社，株式会社南部美人，株
式会社新丸正，株式会社北雪酒造，株式会社鈴木栄光堂，白鶴酒造株式会社，
三島食品株式会社）。平成 30 年には，合計 15 受賞事業者（農林水産大臣賞 6
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第 1 章 縮小懸念がある日本の食品産業と中国食品市場の拡大  
 






提供といった役割も有しているため，地域経済を支える重要な産業である 1）。  
 
図 1-1 日本の食品産業の市場規模の推移 



























日本の食品産業（国内生産額）は 1995 年の 92.5 兆円をピークに減少傾向にあ
り，2013 年では 81 兆円となっており，12.4％を減少している（図 1-1）。  
また，表 1-1 日本人の年齢区分別にみた将来人口の推計を示している。これ
によると，日本の総人口は 2010 年の 1 億 2,800 万人であったが，2055 年までに
9 千 200 万人へと 28％減少している。これにともなって，総人口に占める 0〜
19 歳の若い人口の割合は 2010 年の 17.9％から 2055 年には 13％へ，75 歳以上
の高齢者人口の割合は 2010 年の 11.1％から 2055 年の 26.1％へ大幅に上昇する  
しかも，厚生労働省「平成 26 年国民健康・栄養調査報告」により，日本人の
年代別にみた 1 日あたり摂取エネルギーを示している。これによると，１〜 6








表 1-1 日本人の年齢区分別にみた将来人口の推計 
 
資料：総務省「国勢調査」，国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人  
口（平成 24 年 1 月推計）」より作成。  
128,057 100% 120,659 100% 112,124 100% 91,933 100%
0～19歳 22,932 17.9% 18,492 15.3% 15,620 13.9% 11,995 13.0%
20～64歳 75,642 59.1% 65,593 54.4% 59,096 52.7% 43,682 47.5%
65～74歳 15,290 11.9% 14,788 12.3% 14,953 13.3% 12,246 13.3%




















図 1-2 日本人の年代別にみた 1 日あたり摂取エネルギー 

























受けて，第 1 次安倍内閣では，2013 年までに農林水産物・食品輸出額を１兆円
とする目標を設定した。しかし，2008 年のリーマンショックの影響で世界経済
が不況に陥ったため，当時順調に増大していた農林水産物・食品の輸出金額が
2008 年と 2009 年に 2 年連続で減少した。さらに，2011 年 3 月に，東京電力株
式会社福島第一原子力発電所の事故の影響で 2011 年と 2012 年にも輸出金額が
減少していた。こうしたなか，農林水産省は１兆円の輸出目標を 2013 年から
2019 年（当時 2020 年を設定）に延長した。  




て，同年 8 月には「FBI」戦略のうち，「Made In Japan」戦略の展開に関する
「農林水産物・食品の国別・品目別輸出戦略」が策定した。そして，2014 年 6
月にも「農林水産物・食品の国別・品目別輸出戦略」をすみやかに実行するた




















第３節 中国人の食生活の変化  
近年，発展途上国を中心とした人口の増加や経済成長による所得向上に伴い，
世界の食品市場の規模が拡大している。農林水産省の「食料・農業・農村白書」
による世界人口の予測をみると，2000 年に 61.3 億人であったが，2050 年には
95.5 億人に増加することが見込まれている。これに伴い，世界全体の食料需要
も 2000 年の 45 億ｔから 2050 年の 69 億ｔへ 35％大幅に増加すると見込まれて
いる。そのため，日本の食品産業では海外，特に本研究の対象国である中国に
向けて輸出を強化していくことが有益と推測される。  
表 1-2 農林水産物・食品輸出戦略の変遷 
 
資料：石塚・神代（ 2013）「わが国における農産物輸出戦略の現段階と展望」，











































1 景気変動と人口構成の概況  
中国では 1978 年の改革開放以降，経済が大きく発展している。図 1-3 は世界
および中国の実質 GDP 成長率の推移を示している。これをみると，1978 年か
ら 2017 年にかけて大きく 3 つの局面を読み取ることができる。1 つは，改革開
放初期の 1980 年から 1990 までの乱高下期である。2 つは，1990 年から 2006 年
までの高速成長期である。この期間の成長率は 3.9％から 12.7％へと 8.8％上昇
し，年間の平均成長率は 9.9％となっている。3 つは，2006 年から 2017 年まで
の低下期である。この期間に中国の GDP 成長率は 12.7％から 6.7％へと半減し
ている。ただし，2008 年のリーマンショックの影響によりアメリカや EU，日
本などの先進国の成長率がマイナスとなっている一方，中国は 9.2％の高水準で
維持されている。さらに ,2009 年から 2017 年にかけて ,中国の平均成長率は 8.1％
となっており ,世界全体の成長率（ 3.7％）より 2 倍以上高く，成長している
ASEAN 諸国の 5.0％よりも高い。  
また，表 1-3 は中国における年齢層別人口・割合と平均寿命の推移を示して
 
図 1-3 世界および中国の実質 GDP 成長率の推移 






































































































（％） 世界全体 EU ＡＳＥＡＮ アメリカ 日本 中国
乱高下期  高速成長期  低下期  
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いる。これによると，1982 年から 2015 年にかけて，中国の総人口は 10.2 億人
から 13.7 億人へと 3.5 億人増加している。その内訳をみると，0-14 歳年少人口
の割合は総人口の 33.6％から 16.5％へと半減している。そして，15-64 歳の生
産年齢人口は 61.5％から 73％へと 11.5％増加している。高齢層人口は 4.9％か
ら 10.5％へと 5.6％も拡大し，平均寿命は 67.8 歳から 76.3 歳へ伸びており，高
齢化社会に突入している。一方，2015 年の時点で中国の人口は日本の 10 倍に
相当する 13.7 億人である。また，国連の「World Population Prospects: The 2017 
Revision.（世界人口予測）」により， 2030 年までに中国の人口はピークの 14.4
億人と予測され，15-64 歳の生産年齢人口は 9.7 億人を有り，日本総人口の 8 倍




ちなみに，「中国統計年鑑」により， 2000 年から 2015 年にかけて，農村人口
対総人口の割合 63.8％から 43.9％へと 19.9％減少しているが，先進諸国（例え
ば，2016 年にアメリアは 18.7％，日本は 3.7％，韓国は 17.6％）と比較して極
めて高い状況にある。そのため，今後，中国では経済成長，人口増加，都市化
の推進によって，食品の需要がますます拡大していくと予測される。  
表 1-3 中国における年齢層別人口・割合と平均寿命の推移 
 
資料：「中国統計年鑑」と「World Population Prospects, the 2017」より作
成。  
億人 （％） 億人 （％） 億人 （％） 億人 （％） 億人 （％） 億人 （％）
0-14歳 3.4 33.6 3.2 27.7 2.9 22.9 2.2 16.6 2.3 16.5 2.2 15.3
15-64歳 6.3 61.5 7.6 66.7 8.9 70.1 10.0 74.5 10.0 73 9.7 67.4
65歳以上 0.5 4.9 0.63 5.6 0.88 7.0 1.2 8.9 1.4 10.5 2.5 17.4
合計 10.2 100 11.4 100 12.7 100 13.4 100 13.7 100 14.4 100
平均寿命（歳） ―
1982年 1990年 2000年 2010年 2015年 2030年
67.8 68.6 71.4 74.4 76.3
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2 所得の上昇により食生活の変化  
中国は経済成長による所得の水準と消費水準が上昇している。 1990 年から
2017 年にかけて，中国都市部住民一人あたりの所得は 1,510 元から 3 万 6,396
元へと 24 倍，農村部住民は 686 元から 1 万 3,432 元へと約 17 倍も大きく上昇
している。また，同期間中，都市部住民のエンゲル係数も 54.2％から 28.6％で，





所得の上昇により，食生活が大きく変化している。表 1-4 によると，2013 年
から 2017 年にかけて中国一人あたり糧食（穀物，豆類，芋類）の消費量は
 

















































148.7kg から 130.1kg へ 12.5％減少している一方，肉類（豚肉，牛・羊肉，鳥肉）
の消費量は 29.4kg から 32.2kg へ 9.5％増加している。また，水産品は 10.4 kg か





      表 1-4 中国全国一人あたり年間食品消費量の推移     
（単位： kg）  
 
資料：「中国統計年鑑」各年版より作成。  
  注：糧食は穀物，豆類，芋類である。  
2013 2014 2015 2017 増減率
糧食 148.7 141 134.5 130.1 -12.5%
油 10.6 10.4 10.6 10.4 -1.9%
野菜 97.5 96.9 97.8 99.2 1.7%
肉類 29.4 30.5 31.3 32.2 9.5%
豚肉 19.8 20 20.1 20.1 1.5%
牛肉 1.5 1.5 1.6 1.9 26.7%
羊肉 0.9 1 1.2 1.3 44.4%
鳥肉 7.2 8 8.4 8.9 23.6%
水産品 10.4 10.8 11.2 11.5 10.6%
卵 8.2 8.6 9.5 10 22.0%
牛乳 11.7 12.6 12.1 12.1 3.4%
果物 40.7 42.2 44.5 50.1 23.1%
生鮮 37.8 38.6 40.5 45.6 20.6%
ナッツ 4 2.9 3.1 3.5 -12.5%





44.4％，鳥肉の消費量は 23.6％へ大きく拡大している。また，生鮮果物は 37.8 
kg から 45.6kg へと 20.6％，砂糖は 1.2 kg から 1.3 kg へ 8.3％増加している。つ
まり，食生活の多様化が進んでいることがわかる。  
 
第４節 中国の食品市場の拡大  
中国人の食生活の洋風化と多様化の進展により，食品産業も大きく発展して









いことである。表 1-5 をみると，  2015 年の農副食品加工業と食品製造業の生産
額は 4 万 7,565 億元，食品産業全体の半分以上を占めている。しかも， 2000 年
から 2015 年にかけて，加工程度が最も高い食品製造業の生産額は 1,443 億元か
ら 1 兆 4,677 億元へと 10.1 倍も拡大し，中国の食品産業全体の中で最も成長し
表 1-5 中国における食品産業の事業別生産額と割合の推移 
 
資料：「中国統計年鑑」各年版より作成。  
金額（億元） 割合（％） 金額（億元） 割合（％） 金額（億元） 割合（％） 金額（億元） 割合（％）
2000年 8,368 3,722 44% 1,443 17% 1,752 21% 1,451 17%
2005年 20,324 10,615 52% 3,779 19% 3,089 15% 2,841 14%
2010年 61,275 34,928 57% 11,351 19% 9,153 15% 5,843 10%
2015年 72,355 32,888 45% 14,677 20% 15,600 22% 9,190 13%






業の概況を示している。これによると，2000 年から 2015 年にかけて外食産業
の企業数は 3,508 社から 2 万 5,947 社へと 7.4 倍拡大し，販売額は 4,123 億元か
ら 4,864 億元へと 1.2 倍増加している。したがって，中国の外食産業の発展によ
り，食生活の外部化も進展していることがわかる。  
 
























合計 3,508 66.4 4,123 25,947 222 4,864
大陸資本（％） 82.0% 75.1% - 95.8% 76.5% 72.9%
国有企業 25.5% 31.1% - 1.6% 1.7% 1.4%
集体企業 18.1% 11.8% - 0.7% 0.4% 0.5%
合作企業 5.1% 4.0% - 0.4% 0.3% 0.3%
共同所有企業 1.1% 1.1% - 0.0% 0.0% 0.0%
有限責任会社 9.4% 10.4% - 25.6% 25.3% 22.7%
株式会社 3.0% 5.2% - 1.6% 2.5% 2.6%
私有企業 19.6% 11.4% - 64.0% 45.2% 44.4%
その他 0.1% 0.1% - 1.8% 1.1% 1.1%
大陸外資本（％） 18.0% 24.9% - 4.2% 23.5% 27.1%
華僑資本企業 10.8% 13.3% - 2.4% 8.7% 8.9%
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第 2 章 香港における伝統食品の輸出拡大に関する日系小売チャネル  
の役割  
 






第２節 先行研究のサーベイと事例企業の位置付け  
1 先行研究のサーベイ  
「2016 年国・地域別戦略」により，香港には所得が高い，日本からの距離が
近い，日本食の浸透度が高い，輸入規制が比較的緩いといった特徴がある。ま
た，農林水産省（2019）によると，2018 年の香港向け輸出は 2,155 億円となっ
ており，昨年実績比で 12.7％も増加した。その結果，連続で日本最大の食料品
輸出先地域となっている。このように近年においても香港向け輸出額が急成長
しているものの，在香港日本国総領事館が香港政府統計局「Hong Kong External 
Merchandise Trade」および「Hong Kong Merchandise Trade Statistics -Imports」を
もとに作成した統計資料から香港の国別の食品輸入額の推移を捉えると， 2015
年の第 1 位は中国本土で 23.5％，第 2 位は米国で 16.7％となっており，日本の

















































































2 事例企業の位置付け  
本章で対象とした企業はイオン株式会社（以下，イオン）である。イオンは
1926 年 9 月に日本で設立された。同社は，小売業，デベロッパー，金融，サー
ビスなどの事業を経営し，それぞれの事業において大きな規模を有している。
2015 年 3 月 1 日から 2016 年 2 月 29 日までを対象とした｢2016 年 2 月期決算補
足資料（第 91 期）｣によると，営業収益 8 兆 1,767 億 320 万円，営業利益 1,769




は 5 兆 8,915 億 3,700 万円となっており，グループ内で規模が最も大きな事業部
門である。同社は 2016 年 2 月末までに日本国内の GMS・MS・DS 事業合計
3,013 店舗を保有し，これらの店舗の当期純利益は 316 億 7,200 万円であるため，




｢2016 年 2 月期決算補足資料（第 91 期）｣によると，2014 年 1 月から 2015 年 1
月の期間にかけて，国際事業営業収益は 3,771 億 1,200 万円から 4,264 億 8,200
万円へと 11.6％上昇している。そのうち，香港も対象となっている中国事業は，
同期間中に 1,703 億 2,400 万円から 2,032 億円へと 16.2％上昇しており，国際事
業のなかで最も上昇率が高い国・地域となっている。  
こうしたなか，イオンの香港子会社｢永旺（香港）百貨有限公司｣（以下，イ
オン香港）は，2014 年度時点で 41 店舗を保有し 2），中国事業の中で最大の出
店地域となっている。2014 年 1 月〜2015 年 1 月の期間にかけて，営業収益は
1,401 億と，中国事業の営業収益の約 7 割を占めている。この資料のなかで香港
地域の GMS・MS・DS 事業別の当期純利益の記載は存在しないものの，香港全
地域 41 店舗の当期純利益は 16 億 1,600 万円であるため，1 店舗あたりの純利益
は 3,941 万円となる。この水準は日本国内の GMS・MS・DS 合計した店舗あた






第３節 事例企業の販売促進  
1 コーンヒル店の仕入の概況  
本章では，2016 年 2 月 20 日にイオン香港康怡店（以下，コーンヒル店）で
ヒアリング調査を実施した。コーンヒル店はイオン香港の第１号店舗として，
1987 年 11 月にオープンした GMS である。同店は香港の中心部東区にあり，地
下鉄港島線の太古駅に直結している。この店舗はイオン香港の各店のなかで売
場面積（2 万 3,000ｍ 2）が最も大きい旗艦店である。顧客の年齢層は主に 40～














のルートでは主に 40 フィートのコンテナを利用している（図 2-1）。  
 
2 日本食品の販売促進  
コーンヒル店で取り扱う食品は生鮮部門，加工食品部門，日配部門に区分さ
れる。それぞれの部門の売上は総売上の 40％，40％，20％である。同店で取り
扱っている食品は，約 1 万 2,500 アイテムである。2010 年から 2015 年にかけて
日本食品が総アイテム（食品）に占める比率は 10％弱から 20％（2,500 アイテ
ム）に増加している。なかでも特に増加しているのは果実，野菜，肉類である。
また，2,500 アイテムのうち 10％強が大手菓子メーカーの NB 商品である。ま





ンが 2 名の日本人だからである 5）。この取り組みは年間 5 回（2 月，5 月，7 月，









































































































































































































































































































る。2011 年から 2015 年にかけて，九州と北海道を中心に全国の 25 県がこのフ
ェアに参加した。  
こうしたフェアによって，期間中において売上は市町村単位で 300～400 万円，
地方単位で最大の九州物産展では 2,000 万円～3,000 万円となっており，なかに
は通常販売の 100 倍も増加するケースも存在する。また，｢水曜市｣という名称
の特売では，10 香港ドル /個で日本産リンゴを 3 万～4 万個の規模で廉価販売す
ることがある 6）。このうち売れ行きが良好な商品は定番商品となり， 2015 年時
























ひかり社は日本のみそ製造業において第 3 位の大手企業であり， 2013 年のみそ
総輸出量 1 万 1,816t のうち，同社は約 3,000t と 25.3％を占めている。しかも，
差別化の程度が高い有機みその生産量では全国の 54％，保存料や調味料などの
添加物を一切使用しない無添加みその生産量でも 14.6％を占める国内最大手と
なっている 8）。  
表 2-1 は香港の大規模な食品小売店におけるひかり社の商品のアイテム数と
販売価格を，日本国内のイオン品川シーサイド店のものも参考にして示してい




表よると，同店のひかり社の品揃え数は YATA 旺角店と City super 時代広場店よ
り多いだけではなく，日本国内のイオン品川シーサイド店よりも多く， 9 アイ
テムに上る。その内訳について商品規格をみると，500ｇが 1 アイテム，375ｇ
が 4 アイテム，750ｇが 4 アイテムとなっている。そして，YATA 旺角店の品揃
え数は 4 アイテムで，すべてが 375ｇのものである。City super 時代広場店は
750ｇの商品がわずか 1 アイテム存在するだけとなっている。  
第 2 に，同じアイテムの場合はコーンヒル店の販売価格が最も低い。例えば，
375 g の｢無添加国産みそ｣の場合，コーンヒル店の単価は 575 円 /個で 1.5 円 /g と
なっているのに対して，YATA 旺角店では 689 円 /個，1.8 円 /g とコーンヒル店よ
りもｇあたり 16.6％高い。また，同じ 375g の｢無添加みそ田舎｣の場合でも，コ
ーンヒル店の単価は 483 円 /個，1.3 円 /g であるのに対し，YATA 旺角店は 613 円
/個，1.6 円 /g となっており，これもコーンヒル店の競争力が高いことがわかる。
このような背景には，図 2-12 に示した日本の大型 SM を介した輸出ルートを利
用していることに伴い，流通コストを削減できていることが関係していると考












資料：2016 年 2 月 20 日香港現地及び日本で調査から作成。  
 注：1）為替レートは税関の週間平均値（ 2016 年 2 月 14 日〜2 月 20 日），
１香港ドル＝ 15.32 円。  
   2）各店舗の商品欄に色を付けた。また，イオン（香港）康怡店と直接
比較できる商品に下線を引いた。  
商品名 規格 価格（円） 円/g 価格（円） 円/g 価格（円） 円/g 価格（円） 円/g
500g 764 1.5 ― ― ― ― ― ―
750g ― ― ― ― ― ― 513 0.7
375g 657 1.8 ― ― ― ― ― ―
750g ― ― ― ― 797 1.1 354 0.5
　
無添加　国産
375g 575 1.5 689 1.8 ― ― ― ―
無添加味噌特撰こうじ
375g 412 1.1 ― ― ― ― ― ―
　
無添加味噌　田舎
375g 483 1.3 613 1.6 ― ― ― ―
375g ― ― 764 2 ― ― ― ―
750g 673 0.9 ― ― ― ― ― ―
375g ― ― 764 2 ― ― ― ―
750g 673 0.9 ― ― ― ― ― ―
ひかり
田舎味噌
750g 636 0.8 ― ― ― ― ― ―
ひかり
だし入り味噌















第５節 小括  
1 小括  
これまでの結果を小括すると，次の 3 点が明らかになった。  
第 1 点は，事例企業において日本食品の売上は 2012 年から 2015 年にかけて
1.5 倍に増加しており，食品の総アイテム数に占める同食品の割合も 2010 年か















2 新たな動向  
ところが，香港の 2018 年の 1 人当たり GDP は 4 万 8,517 ドルと日本の 3 万
















アが占める割合は，2,029 法人中 1,203 法人と 59.3％と最も高いが，その中でも
中国は 1,203 法人中 640 法人と 53.2％とアジア半分以上を占め，最大となって




は 2008 年度以降に活発化している。このため，本節では同年度と 2014 年度を
対象に輸出入先別の売上高・仕入高の変化を概観すると，この期間中，中国に
進出した現地法人数は 156 法人から 175 法人と増加しているにもかかわらず，



































2008年度 640 47 588 6 91.9
2014年度 2,593 38 2,535 19 97.8
増減（倍） 4.1 0.8 4.3 3.2 1.1
2008年度 431 55 340 36 78.9
2014年度 1,647 17 1,624 6 98.6





































































1） CEPA 協定とは「中国本土と香港の経済貿易緊密化協定」（ Mainland and 
Hong Kong Closer Economic Partnership Arrangement）であり，中国本土と香港
の自由貿易協定。 JETRO（2012）を参照。  








が加工食品輸出における課題の 1 つとなっている。  
5）この 2 名は日本の本社の指示を受けて香港に赴任しており，イオン香港の役     
員にもなっている。  
6）中国での日本産リンゴの販売価格は 68 元～1,800 元 /個である（2016 年 2 月，
1 香港ドル＝0.83 人民元）。成田（2013）を参照。  
7）全国みそ工業協同組合連合会の資料によると，みその輸出は 2005 年に




9）日本の｢大規模小売業立地法｣によると， 1,000 m2 を超える店舗は大規模小売    
店に位置付けられる。これに基づくと，本章を取り上げた YATA 旺角店の売  
場面積は 1,333m2，City super 時代広場店の売場面積は 3,901m2 なので，両店  
とも大規模小売店に位置する。また，イオン品川シーサイド店の売場面積は   
公表されてないが，GMS となっている。同形態はハードビル法で建築面積   














イオン｢2016 年 2 月期決算補足資料（第 91 期）｣，http://www.aeon.info/   
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第２節 中国の食品小売業界の構造変化  
第 2 章で述べたように，香港の 2018 年の 1 人当たり GDP は 4 万 8,517 ドルと







場の輸出額は 1,007 億円と，昨年より 12.1％も上昇し，輸出先国・地域の第 3
位となっている。しかし，輸出品目別内訳をみると，加工食品の輸出額はわず











JETRO (2016)によると，中国系チェーンストアの売上規模上位 10 社のうち，
食品関連の小売企業は 4 社 (華潤万家有限公司，高鑫零售有限公司，聯華超市股
份有限公司，永輝超市股份有限公司 )存在する。これら企業の総売上は 3,270 億
元，そして総店舗数で 8,112 店舗に上る。この規模は，日系食品小売企業で最
大手のイオンの中国子会社—永旺中国投資有限公司 (売上 107 億元，54 店舗 )よ














   2）財務省貿易統計「外国為替相場（課税価格の換算）」適用期間：平成
30 年 11 月 11 日から平成 30 年 11 月 17 日までの相場より， 1 人民元
＝16.22 円。  
2004年 2015年 増加幅 2004年 2015年 増加幅 2004年 2015年
華潤万家有限公司 110 1,094 9.9 476 3,397 7.1 15位 3位
沃爾瑪（中国）投資有限公
司（ウォルマート）
76 735 9.6 43 432 10.0 20位 5位
家楽福（中国）管理咨詢有
限公司（カルフール）






順位の変化を踏まえながら示している。これによると，2004 年から 2015 年に
かけてウォルマートの売上高は 9.6 倍に，また店舗数は 10 倍に拡大している。
そして，カルフールの場合，売上高は 2.5 倍，店舗数では 3.8 倍に拡大してい
る。  
一方，中国系に着目すると，業華潤万家有限公司 (以下，華潤 )の売上高は 110
億元から 1,094 億元へと 9.9 倍に，また店舗数は 476 店舗から 3,397 店舗へと 7.1
倍も拡大している。この間，華潤は 2014 年にイギリスのテスコ中国事業を買収
したこともあり，上記の外資系大手両社の売上を超え，中国小売業界で第 3 位


























































第３節 企業行動とその成果  


















艦店でさえ 1 万 5,000 アイテムであったので，これはかなりのアイテム数であ
ることがうかがえる。しかも，立地する地域によって異なるが，各店舗ではこ







事例企業の F 社は，2007 年に上海市に百思福食品貿易 (上海 )有限公司 (以下，
Ｂ社 )を設立した。Ｂ社はＦ社の子会社として，Ｆ社から商品を輸入し，現地で




















本章では，以上の事項に狙いを定め，2018 年 1 月に東京でＦ社社長に事前調

















































































































































































































月時点で，従業員数は 130 人，資本金 1 億円である。これらの指標を中小企業
庁の定義に照らし合せると，F 社は中小の食品製造企業に位置する 3)。そして，  
その取引先であるＯ社は，北京市，上海市，広州市といった中国の代表的な
都市での展開にはとどまらず，成都市，杭州市，瀋陽市，重慶市，西安市，済
南市などの地方都市にも参入している。その数は 2018 年 6 月時点で合計 26 都
市 73 店舗となっている。  
 


















































































































































1）家楽福 (中国 )管理咨詢有限公司 (カルフール )は，1 店舗あたりの輸入食品の
品揃え数が約 4,000 アイテムとなっている。網易新聞 (2014)を参照。  
2）中国財政部の「中小企业划型標準規定」により，卸売業の場合，従業員 200  
人以下，売上高 4 億元以下は中小微型企業である。なかで，①従業員 20 人以
上，売上高 5,000 万元以上は中型企業。②従業員 5 人以上，売上高 1,000 万元
以上は小型企業。③従業員 5 人以下，売上高 1,000 万元以下は微型企業。  
3）中小企業の定義：資本金の額又は出資の総額が 3 億円以下の会社又は常時  












加藤孝治「総合商社に期待される機能変化に関する考察  : 食品分野における事







首 相 官 邸 （ 2014 ）「 国 ・ 地 域 別 農 林 水 産 物 ・ 食 品 の 輸 出 拡 大 戦 略 」，
http://www.kantei. go  
.jp/ (2018 年 6 月 25 日参照 ) 




soshiki/teigi. html(2018 年 5 月 11 日参照 ) 
独立行政法人中小企業基盤整備機「平成 27 年度中小企業海外事業活動実態調査
報告書」，http://www.smrj.go.jp/(2018 年 8 月 5 日参照 ).  
農 林 水 産 省 （ 2013 ）「 農 林 水 産 物 ・ 食 品 の 国 別 ・ 品 目 別 輸 出 戦 略 」，
http://www.maff.go. jp(2018 年 6 月 25 日参照 ) 
農林水産省「平成 29 年輸出戦略実行事業中小食品メーカー商品の輸出に関する
地 域 商 社 調 査 報 告 書 」， http://www.maff.go.jp/j/shokusan/ export/ekikaku/ 




彦・西村  文孝『テキストブック現代商業学』有斐閣，1980 年，p.238 
柳純「日系小売企業の海外展開と戦略（岩永忠康教授退職記念号）」佐賀大学
経済論集  45(1) ，2012 年，p.193～218 
劉青「本土超市提昇競争能力的対策思考」『時代金融  Times Finance』13，2014
年，p.72～73 
網易新聞（2014）「进口食品购买量大家乐福扩大采购」，http://news.163.com/  
14/0321/03/9NR44A5B00014AED.html(2018 年 11 月 20 日参照 ) 
JETRO「中国チェーンストアランキングトップ 100 社」『中国データ・ファイル
















第２節 中国系大手食肉加工企業の脅威  
1 中国向けハム・ソーセージ類輸出の低迷  
表 4-1 は大陸市場の食肉加工品製造業の概況を示している。これによると，
2013 年から 2017 年にかけて中国の食肉加工品製造企業の企業数は 1,507 社から
1,971 社へ 1.3 倍増加している。また，同期間中，出荷額は 6 兆 1,856 億円から
7 兆 3,553 へと 1 兆 1,697 億円も増加している。この増加の程度は 2017 年にお
表 4-1 中国の肉加工品製造業の概況 
 
    資料：『中国食品工業年鑑 2017』「2.2 屠宰及肉類加工」と搜狐網  
「肉製品加工業発展概況及市場前景分析」より作成。  



























2013 7,396 0.39 0.37 0.0053
2014 7,858 0.52 0.46 0.0066
2015 10,311 0.39 0.38 0.0038
2016 8,706 0.51 0.47 0.0058







表 4-2 日本の肉加工品製造業の概況（4 人以上の事業所） 
 






2013 417 33,502 7,849
2014 416 33,948 8,414
2015 524 38,843 11,182
2016 402 34,882 9,080












うち，大陸市場は最大 15％を占めている。  
具体的には，表 4-4 で表示しているように  ，2017 年において日本は香港に向
けて肉類調理品の輸出金額は 0.46 億円（うちハムソーセージ類は 0.41 億円）と
なっており，同年度の肉類調製品の総輸出額（0.49 億円）の 94％を占めて日本




  注：肉類の調製品は（ 2017 年版：0210.20-000，0210.93-000，1601.00-
000 の合計），（ 2016 年版：0210.12-000，0210.19-000，0210.99-
000 ，1601.00-000 の合計）（2015 年版：1601.00-000），（2014 年版：
0210.19-000，0210.93-000，1601.00-000 の合計），（2013 年版：
0210.93-000，1601.00-000 の合計）。  
ハム・ソーセージ類 輸出比率
2013 35.4 35.1 99.2
2014 49.0 44.0 89.8
2015 37.2 37.2 100.0
2016 47.2 45.8 97.0















表 4-5 中国の日本向けの肉類の調製品の輸出額  






020 ，0210.93-000，0210.99-020 ，0210.99-090,1601.00-000 の合
計）（2015 年版：0210.19-020，0210.93-000，0210.99-020 ，
0210.99-090  1601.00-000），（2014 年版：0210.19-020，0210.93-
000，0210.99-020，0210.99-090，1601.00-000 の合計），（ 2013 年
版：0210.19-020，0210.93-000，0210.99-020，0210.99-090，
1601.00-000 の合計）。  
2013 2014 2015 2016 2017
肉加工品 112,059 208,299 96,109 367,385 519,437
ハム・ソーセー
ジ類 9,496,821 9,225,628 8,511,301 4,657,314 4,482,545










較すると，2017 年において日本側が 23 億円であるのに対して（表 4-2），中国
側が 37.3 億円と 1.6 倍の差が生じている（表 4-1）。さらに，2017 年において日
本の食品製造業において食肉加工品製造業の 1 人当たり有形固定資産は 632 万
円（表 4-6）で，食品製造業平均 756 万円（表 4-7）と比較して高くないうえ，
東証一部に上場している業界大手のプリマハムでさえも IR 情報をみると 700 万




表 4-6 日本の食肉加工製造業の有型固定資産の推移  
 
資料：経済産業省「工業統計表  産業別」各年版より作成。  
    注：1）従業員 30 人以上の事業所  








2013 182 30,239 154,506 511
2014 186 30,619 167,850 548
2015 237 35,089 239,628 683
2016 182 31,694 195,134 616




 表 4-8 日本における主要な大手食肉加工企業の概要  











売上高 1,269,201 831,865 394,534
食肉加工品売上 380,504 287,502 269,380
ハムソー売上 140,363 176,931 86,158
従業員数 17,359 7,792 3,164
有型固定資産 307,558 89,735 22,258
有型固定資産/人 17.7 11.5 7.0
表 4-7 日本の食品製造業全体の有型固定資産の推移  
 
資料：経済産業省「工業統計表  産業別」各年版より作成。  
    注：1）従業員 30 人以上の事業所  








2013 7,243 856,664 5,942,007 694
2014 7,239 870,809 6,059,150 696
2015 7,561 876,768 6,569,869 749
2016 7,408 904,754 6,691,078 740



















第３節 事例企業の選定と内販の参入背景  
1 事例企業の選定 
龍大グループは前身である山東省莱陽市果菜保鮮総公司が 1986 年に設立され






















し，短期間で中国国家実験室国際認可委員会 (CNAS)認証 1），山東省 CIQ 検査能
力認証 2)，日本冷凍食品協会確認工場認証，農林水産省「偶蹄類肉」，「家禽類
肉」加熱処理施設認証 3）， ISO9001，14001，22000，HACCP 認証，アメリカの
FDA 認証，BRC 認証 4）などの中国国内のみならず国外での認証も数多く取得
し，世界中で認められる品質の高い豚肉製品を生産・販売している。2013 年の
売上高は 31.58 億元，中国国内での食肉加工業界第 4 位に入り，国内有数の大
手食肉内販企業に成長した。  
 






















WTO に加盟したため，日本向け以外の国への輸出が進展したことから 2002 年
から 2014 年にかけて中国産の食料品の輸出額は 180.2 億ドルから 713.4 億ドル

























へと約 4 倍も増加している。この期間中，日本向けの輸出額も 57.2 億ドルから
91.5 億ドルへと 37.4％増加するものの，近年は停滞していることもあり，総輸




























2009 年から 2014 年にかけて中国の緑色食品の認証企業数は 6,003 社から 8,700
社へと 6 年間に 1.4 倍増加している。同期間中，認証製品数は 1 万 5,707 件から
2 万 1,153 件へと 1.3 倍，売上高は 3,162 億元から 5,480 億元へと 1.7 倍増加して







一方，第 1 章の表 1-4 で示しているように，2013 年から 2017 年にかけて中国
人一人あたり糧食（穀物，豆類，芋類）の消費量は 148.7kg から 130.1kg へ約
12.5％も減少している。同期間のうち，肉類（豚肉，牛・羊肉，鳥肉）の消費
量は 29.4kg から 32.2kg へと 9.5％も増加している。また，同表によると，2017
年に対象に肉類の消費量のなかで，豚肉は 62％を占めている。さらに，米国農
務省の資料によると，2014 年の世界豚肉生産量は約 1.1 億ｔであるが，中国の
豚肉消費量が世界第 1 位の 0.54 億ｔに上り約半分を消費している状況にある。
つまり，豚肉は中国人にとって主要なタンパク質の供給源として重要な役割を
発揮していることがわかる。  
表 4-9 中国における緑色食品の発展状況 
 
資料：中国緑色食品発展センター「緑色食品統計年報」各年版より筆者作成。    
注：１ムーは約 6.67 アール。  
認証企業 認証製品 売上高 輸出 認証面積
（社） （件） （億元） （億ドル） （億ム―）
2009年 6,003 15,707 3,162 21.6 1.9
2010年 6,391 16,748 2,823 23.1 2.4
2011年 6,622 16,825 3,134 23 2.4
2012年 6,862 17,125 3,178 28.4 2.4
2013年 7,696 19,076 3,625 26 2.6


































































第４節 事例企業の内販売の実態  
龍大肉食の内販の現段階の実態を解明するため，2015 年 8 月 17 日に山東省
莱陽市食品工業園の「龍大肉食株式有限公司」にヒアリング調査を実施した。  
 
1 製品の概要  
龍大肉食が内販において展開する製品は，大きく分けると 3 種類である。  
第 1 に，「冷鮮肉」に代表される生肉製品である。「冷鮮肉」とは，検疫が合





て価格が 10～15％程度高く，2013 年の平均単価は 16.1 元 /kg である。「冷鮮肉」








度が高いことから 2013 年の平均単価は 24.9 元 /kg となっている。   
 






の構成比を示している。これによると，2011 年から 2013 年のわずか 3 年間で
売上は 21.6 億元から 31.6 億元へと 10 億元も増加している。その内訳をみると，





























食品加工業者 4.9 22.8% 5.9 23.1% 7.4 23.4%
加盟店 9.6 44.1% 9.5 37.5% 11.2 35.4%
スーパー 4.9 22.8% 4.7 18.6% 4.7 14.9%
小売業者 1.2 5.7% 2.1 8.4% 2.4 7.5%
卸売業者 1 4.6% 3.1 12.3% 5.9 18.8%








を有する加盟店は，2013 年までに山東省と河北省の合計で 2,670 店もある。さ
らに，2017 年 11 月に香港で独資香港龙大发展有限公司を設立され，香港向け
の販売も本格的に展開している。  
 
























4 青島市内の加盟店における内販の実態  
中国証券監督管理委員会で公開している「山東龍大肉製品有限公司―首次公
開発行招株書」を参照すると，2013 年に加盟店の出店数の上位 3 位の地域は，
煙台市（690 店舗），淄博市（377 店舗），青島市（322 店舗）である。本章では
この 3 つの地域のうち，経済発展が最も進み，所得も最も高い青島市を対象に
内販の実態について論じる 12）。青島市内でも所得状況が異なる地域を選定し
（市南区，崂山区，城陽区），2015 年 8 月に 3 つの店舗（市南区店，崂山区店，
城陽区店）にてヒアリング調査を実施した。  
 
















この地区に住む住民の一人あたり年間平均所得は市南区より 3,000 元少ない 5









製品数が 14 アイテム，加工豚肉製品数が 12 アイテムとそれぞれ最も多く，所

























公的資料を通して考察した結果，次の 2 つが明らかになった。  
第 1 は，中国の食品企業が内販に参入するようになった背景には，従来の主
表 4-12 青島市内の事例企業加盟店の製品取扱い数と地域の特徴 
 
資料：2015 年 8 月中に筆者の実地調査より作成。  
注：製品数は筆者訪問時点のアイテム数である。季節や食習慣の変化により


















冷鮮肉製品 14アイテム 12アイテム 9アイテム















ることで，売り上げは 2011 年から 2018 年にかけて 21.6 億元から 87.8 億元へと



















1 ） CNAS （ China National Accreditation Service for Conformity Assessment 
Laboratory Accreditation Certificate）は，国際標準化機構（ ISO）および国際




















4）「 ISO9001」は，製品やサービスの品質保証を通じて，顧客満足向上と 品  
質マネジメントシステムの継続的な改善を実現する国際規格である。「 ISO   








一般財団法人日本品質保証機構ホームページを参照した。「 FDA（ Food and 
Drug Administration）」は，米国で販売される食品，飲料，化粧品，医療機器，
薬品，放射線機器，獣医動物関係製品は FDA の管轄にある。米国でこれらの
製品を販売するには事前  に，FDA に適切な通知・登録，または FDA からの
許可取得が必要である。この内容については，国際ビジネスアドバイザーホ








7）改革開放政策は中華人民共和国の鄧小平の指導体制の下，1978 年 12 月に開
催された中国共産党第十一期中央委員会第三回全体会議で提出され，その後
実施された中国国内体制の改革および対外開放政策のこと。  
8）『山東龍大肉製品有限公司―首次公開発行招株書』 p.284 による。  
9）『山東龍大肉製品有限公司―首次公開発行招株書』 p.41 による。  
10）『山東龍大肉製品有限公司―首次公開発行招株書』 p.147 による。  
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第 5 章 大陸市場における日系食肉加工企業の現地生産・現地販売
の実態と成果  
 

























と，2005 年から 2017 年にかけて中国における日系食品製造企業の数は 137 社
から 164 社へと 27 社増加するとともに，売上高も 3,315 億円から 1 兆 7,969 億
円へと 4.5 倍に上昇している。特に，売上高を占める中国国内向けの販売額は




























2005 137 3,990 3,315 83.1%
2010 171 6,158 5,786 94.0%
2015 179 26,828 26,338 98.2%





第３節 事例企業の選定と流通経路の概況  
1 事例企業の選定  
N 社では，日本の食肉加工業界の最大手―日本ハム株式会社（以下，日本ハ
ム）と第 4 章で取り上げた龍大食品集団有限公司（以下，「龍大グループ」）と
共同出資によって，2002 年 11 月に山東省莱陽市に設立した合弁会社である。
設立当初，龍大グループの出資比率は 81％で，日本ハムは 19％であったため，
同社は龍大グループの子会社であった。2005 年から日本ハムの出資比率を 60％
高め，主導の経営が確立した。2018 年までに N 社の資本金は 1,200 万ドルであ
る。そのうち，日本ハムは 60％，龍大グループは 40％を占めている。つまり，
日本ハムは合弁形式の導入によって大陸市場に参入した。  
調査によると，2018 年まで N 社の従業員数は 523 人，うち，管理職の日本人
は 3 人，中国人社員は 70 人，工場の作業員数は 450 人である。営業所は北京
市，上海市，広州市，青島市に 4 箇所存在している。また，年間生産能力 4,000




2013 年から 2017 年にかけて N 社の生産量は 2,173ｔから 3,427ｔへと連年増
加するとともに，総売上高も 7,321 万元から 1 億 3,000 万元へと 1.8 倍増加して
いる。この売上高の規模は，中国財政部の「中小企业划型標準規定」により，
Ｎ社は中規模の工業企業と位置付けられる 1）。また，事例企業の内販の売上金






2018 年 3 月 31 日に東京で事例企業の日本人総経理に対して予備調査を行った。
2018 年 9 月 17 日に中国山東省莱陽市の本社で本調査を実施した。その後，ア
ンケート表を加えて，2019 年 9 月 6 日に N 社の市販用商品の主要の販路である
青島永旺東泰商業有限公司（以下，「青島イオン」）で追加の実地調査を行った。  
 
2 流通経路の概況  




で全量検査を受けて，N 社で加工される。  
また，販売段階は，内販向けと輸出向けに分けられている。2017 年度Ｎ社の
総売上は 1 億 3,000 万元のうち，内販向けは 1 億 1,310 万元（87％），輸出向け
は 1,690 万元（13％）となっており，輸出先は主に日本，香港などの国・地域
である。そのうち，内販向けは B to B と B to C が存在している。前者の場合，
内販金額の 97％（1 億 971 万元）を占めている。その金額の 6 割は自社営業所
経由，4 割は中国系と日系問屋（中国系は 3 社，日系は 1 社）を経て，北京市，
上海市，広州市，青島市などの中国の大都市圏を中心に販売している。内販の
内訳をみると，地場系ベーカリー屋は 40％（4,388 万元）で，日系と中国系コ
ンビニは 40％（4,388 万元）で，日系外食企業は 17％（219 万元）と分けられ

























































































































































































第４節 N 社の企業行動の実態  
















らである。こうしたなか，N 社は生産量の拡大とともに， 2016 年に 20 万元の
汚水処理施設を導入したが，拡大している生産量に対して汚水処理が追いつか
ない課題が発生している。残された汚水を処理するため，N 社は新たに 70 万元
の処理施設を追加投資する必要がある。その一方，龍大肉食は N 社の残された
汚水の処理を引き受けることで，  70 万元の処理施設の投資を削減した。  
2016 年から N 社の工場が存在する山東省政府は「山东省各级党委・政府及有
关部门环境保护工作职责（试行）」政策を打ち出し，省内の各市町村の政府担
当者が環境を守る責任を明確化し，環境汚染が著しい地域ではこの地域の担当
者に責任を追及する制度を策定した。結果として，2016 年 6 月までに莱陽市で
基準が満たせない 117 社の企業が生産停止，または閉鎖された。冒頭で述べた









り，3,000 万元の設備投資を削減した。農林水産省の HP によると，LC-MS シス
テムは，食品のなかの重金属，農薬，有毒物質などの有害物質を精密検出でき
る機械である。N 社の担当者によると，この機械は中国での販売価格は約 1,500
万元 /台である。食品輸出を行う企業では，最低 2 台は必要であり，さらにこの
高度な検疫に関する専門知識がある職員を雇用することが不可欠である。しか





















よって，N 社は龍大肉食との WIN－WIN の関係性を有することが，この提携の
導入・成立の鍵となる。  
 
2 日本ハムの販売・生産のノウハウの活用により業務用販路の拡大  






 （1）中国のベーカリー業界の競争激化  
中国におけるベーカリー業界は②食品製造業に所属している。『中国食品工




によると，2015 年から 2017 年にかけて企業数も 700 社から 902 社へと 29％増
えているとともに，生産量は 362 万 t から 470 万 t へと 30％，売上高は 1,013.7
億元から 1,316.2 億元へと 30％大きく成長している。しかし，参入企業，生産
量，市場規模が拡大している一方，同期間中の 1 社あたりの売上高は 1.45 億円
















（2） N 社の日本式の販売・生産技術の利用  
近年，N 社の営業部門は上述の差別化が重視している地場系ベーカリー企業
を主要なターゲットとして営業活動を展開している。N 社の営業部門は 2016 年
から莱陽市から上海市の日本ハムの子会社―日邦食品（上海）有限公司（以下，



















2015 700 362 1,013.7 1.45
2016 829 431 1,205.9 1.45



















ルを最短 1 週間で量産化することも可能である。加えて，最低 1ｔ単位の小ロ
ットの注文も対応することができる。  
 




業務用向け（B to B）の販売額と販路が拡大するとともに，市販向け（B to C）
の商品の価格的な差別化を実現することができた。  
まず，業務用向けの分（B to B）について，2015 年から 2017 年にかけて  N




2016 年の 30 社から 2017 年の 80 社へと 50 社に増えた。新開拓した 50 社のう
ち，競争他社の商品からＮ社の商品を選択されたケースが 35 社（7 割）となっ
ている。  
次に，市販向け（B to C）の分について，筆者は青島永旺（イオン）東部店
（以下，「青島イオン東部店」）で販売しているＮ社の B to C 商品の特徴と価格
設定の追加調査を通して，中国系企業やそのほかの外資系企業の商品の平均価
格を比較したうえで，企業行動の効果を検証した。具体的に以下の通りである。  
図 5-2 は青島イオン東部店の食肉加工品コーナーで販売している 36 アイテム
のソーセージを対象に，100ｇあたり単価の階級の違いを 5 元程度で分けられ，
日系と中国系，アメリカ系食肉加工企業を踏まえながらその製品数の分布を示
したものである。そして，階級を便宜的に低価格帯（ 3～8 元 /100ｇ：該当する
階級は 1 つ），中価格帯（9～14 元 /100ｇ：該当する階級は 1 つ），高価格帯（15
～20 元 /100ｇ：該当する階級は 1 つ）の 3 つに区分した。また，低価格帯に 14
アイテム，中価格帯は 15 アイテム，高価格帯は 7 アイテムが存在している。具
体的に，A.低価格帯（ 3～8 元 /100ｇ）の内訳をみると，中国系の煙台喜旺肉類
食品有限公司（以下，「喜旺肉類」）の 9 アイテム（平均 6 元  /100ｇ），青岛波
尼亚食品有限公司（以下，「波尼亚」）の 4 アイテム（平均 5 元  /100ｇ），河南
双汇投资发展股份有限公司（以下，「WH Group」）の 1 アイテム（平均 8 元  /100
ｇ）が存在している。B. 中価格帯（9～ 14 元 /100ｇ）は，N 社の 3 アイテム
（平均 12 元  /100ｇ），中国系の喜旺肉類の 8 アイテム（12 元  /100ｇ）でアイ
テム数は全体の 53.3％，龍大肉食の１アイテム（平均 10 元 /100ｇ）で全体の
6.7％，波尼亚（平均 10 元  /100ｇ）の 3 アイテムで全体の 20％が存在している
5）。高価格帯（15～20 元 /100ｇ）では，日系の TOPVALU 永旺特惠优国际贸易
（上海）有限公司（以下，「TOPVALU」）の１アイテム（平均 15 元  /100ｇ），
伊藤食品商贸（上海）有限公司（以下，「伊藤食品」）の 5 アイテム（平均 17 元  
/100ｇ），とアメリカ系の Hormel 荷美尔食品公司（以下，「荷美尔」）の 1 アイ
テム（平均 15 元  /100ｇ）がある。一方，N 社の商品は，「熏煮香肠（原味）ス
モークソーセージ」，「熏煮香肠（无皮奶酪味）スモークソーセージ（チーズ
味）」，「熏煮香肠（辣味）スモークソーセージ（辛口）」の 3 アイテムがあり，
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第 1 に，日系食肉加工企業は，現地生産・現地販売（Made By Japan）を通し
て中国大陸市場に参入する際，日本向け輸出を行なっている大規模な中国系企
業との合弁企業の設立といった企業行動とその提携関係を維持することは，食













第 2 に，上記の取組により，事例企業は B to B 向けの内販額が 2015 年から
2017 年にかけて既存のコンビニチャネルと日系外食チャネルを維持したうえで，
N 社の地場系ベーカリーチャネル向けの販売額が 2,790 万元から 4,186 万円へ
１ .5 倍拡大した。また，同期間中，地場系ベーカリーチャネルの販売先は 2016
年の 30 社から 80 社へと 50 社増えた。そして，新開拓した 50 社のうち，競争
他社の商品からＮ社の商品を選択されたケースが 35 社（7 割）となっている。
なお，B to C 向けの販売額について，青島イオン東部店の食肉加工品コーナー
で販売している 36 商品のソーセージを対象に，低価格帯（3～8 元 /100ｇ），中
価格帯（9～14 元 /100ｇ），高価格帯（15～20 元 /100ｇ）に区分して価格帯と商
品数の関係性を調査した結果，低価格帯に 14 商品，中価格帯は 15 商品，高価






1）  中国財政部「中小企業划型標準規定」により，工業の場合，従業員 1,000
人以下，売上高 4 億元以下は中小微型企業である。そのうち，①従業員
300 人以上，売上高 2,000 万元以上は中型企業，②従業員 20 人以上，売上
高 300 万元以上は小型企業，③従業員 20 人以下，売上高 300 万元以下は微
型企業。  




の新製品 24 アイテムを投入した」ことを報道した。2018 年を 52 週とすると，









略の転換』日本農業市場学会研究業書 No．15，筑波書房，2015 年，p.7～10 
経済産業省「海外事業活動基本調査」， 
https://www.meti.go.jp/statistics/tyo/kaigaizi/index.html（2019 年 12 月 27 日参照）  
食品産業新聞社「18 年伊藤ハム春の新商品商談会、新商品はハム・ソーセージ
24、調理品 52 アイテム」，https://www.ssnp.co.jp/news/meat/2018/01/2018-0126  
-1323-14.html（2019 年 12 月 27 日参照）  




中華人民共和国商務部「商務予報」www.mofcom.gov.cn（2019 年 12 月 27 日参
照）  
中 華 人 民 共 和 国 中 央 人 民 政 府 「 关 于 印发中 小 企 業 划 型 標 準 規 定 的 通 知 」
http://www.gov.cn/zwgk/2011-07/04/content_1898747.htm（2020 年 2 月 7 日参照）  
捜狐網「莱阳这场攻坚战力度空前，关停企业 117 家！」，http://www.sohu. com/ a/  

















た課題 1 と課題 2 の解明を通し，中小企業を対象に香港を含めた中国向けの輸
出拡大に寄与する発展段階論において有益と考えられる企業行動の明示を，そ
























































































New Perspectives on the Underperforming Policy Objectives 
Pertaining to the Export of Japanese Processed Food:  
A Study on Policies Targeting Traditional Food Products  
and Processed Meat Products  
 
The Japanese economy is facing challenging circumstances based o n an aging 
population and declining birth rate. Among some of the chief concerns is that the 
food market in Japan will go into decline. On the other hand, the global food market 
is expected to expand, especially in emerging countries such as China. In orde r for 
the Japanese food industry to continue to grow, It is imperative that it strengthens 
exports. Recognizing this need, in 2016, The Ministry of Agriculture, Forestry and 
Fisheries (MAFF) of Japan set a target of one trillion yen for exports of agricult ural, 
forestry and fishery products by 2019. This strategy (hereinafter to be referred to 
as “the 2016 Strategy”) highlights processed food products as a key priority for 
increasing exports of food products, setting a target for processed food products at 
500 billion yen. However, at the end of the 2018, with the export of processed food 
products falling far short of expected targets (310.1 billion yen, or 62% of the target 
set by the strategy), the need to re-visit and re-evaluate what has led to this 
shortcoming. Specifically, there is a need to clarify and specific corporate actions 
and highlight specific products for export that show the greatest potential for 
growth.     
The FBI strategy developed in 2013, outlined three areas of promotion for the 
Japanese food processing industry: ①  Made From Japan (F), ②  Made By Japan 
(B)and ③  Made In Japan(I). F addressed the promotion of Japanese ingredients 
and Japanese culinary culture globally. B aimed to promote the expansion of 
Japanese food manufacturing in other countries, while I aimed at promoting the 
export of Japanese food products that were manufactured in Japan. While all three 
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areas of promotion within this strategy are inter-related, in particular, the success 
of F is particularly important in increasing demand for Japanese food products, 
which in turn will lead to greater success for B and I.   
This dissertation examines two categories of processed foods that are overlooked 
in the 2016 Strategy. The first is traditional foods (miso, soy sauce etc.) whil e the 
other is processed meat products. In the 2016 Strategy, traditional foods were only 
mentioned in one sentence in the context of promoting the use of these products in 
Japanese restaurants and in conjunction with the greater aim of promoting Japanese 
cuisine. Processed meat products are not mentioned at all in the 2016 Strategy. This 
study focuses on exports to the Chinese market (Hong Kong and Mainland China) 
due to the increasing population, changing dietary habits, economic development 
and rising national income. Furthermore, there have been large gains in exporting 
to the Chinese market, with exports in 2018 up 41.7% from the previous year, at 
105.6 billion yen.  With importation of Japanese food products only accounting 
for 5% of Hong Kong’s imports and 1.6% of imports in Mainland China, there is 
room for expansion of Japanese food products to be sold in the Chinese market. 
Previous studies on the export of processed foods from Japan have mostly focused 
on oil and rice. However, there has not been much research pertaining to the export 
of traditional foods and processed meat products. The objective of this study is to 
determine 1) what type of export strategy would be most effective for the export of 
Japanese traditional food products 2) why there has been no proposed strategy for 
exporting Japanese processed meat products, and 2b) whether there is an 
opportunity to devise a strategy for exporting Japanese meat products in the future.  
The study will examine these objectives from four perspectives. Fi rst, Chapter 2 
examines the business approach utilized to market Japanese traditional processed 
food in Hong Kong.  Second, Chapter 3 addresses the opportunities present in the 
Chinese processed food market for traditional Japanese processed food. Third, 
Chapter 4 compares the differences in opportunities between the Hong Kong and 
Chinese markets and effective strategies for marketing processed meat. Lastly, 
Chapter 5 addresses additional strategies for how Japanese companies can expand 
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their market share in processed meat products in China.   
Through the study of Japanese traditional processed food, expansion of the export 
industry to Hong Kong and Mainland China should occur in three steps: STEP 1→  
Hong Kong; STEP 2 →  coastal cities in Mainland China; STEP 3→  inland cities 
in Mainland China. This is due to the relative ease through which Japanese SMEs 
can build retail partnerships in Hong Kong. Furthermore Hong Kong retail outlets 
have formed relationships with municipalities and prefectures in japan, which  has 
increased sales opportunities and general promotion of Japanese food. For STEP 2 
and 3, establishing subsidiaries in China to be run by Chinese staff was found to be 
an effective strategy for expanding exports into both of these areas in Mainland 
China. Although the establishment of these subsidiaries was conducted by large 
corporations, SMEs in Japan were also able to benefit by gaining access to both 
coastal and inland markets in Mainland China.   
The study of Japanese meat processing companies indicated that these companies 
are not competitive internationally. With regards to the Chinese market, Japanese 
companies are not able to compete with meat producers in China. However, due to 
the strong ties between Japanese food processing companies and the H ong Kong 
food retail channels, there is an opportunity to increase sales of Japanese processed 
meat products. In Mainland China, expanding exports of Japanese processed meat 
should focus on promoting production and local sales in addition to promoting 
exports. Specifically, one large Japanese corporation was able to form a partnership 
with a Chinese company where Japanese expertise in quality control were shared in 
exchange for use of sewage treatment facilities and costly inspection equipment.  
Furthermore, by establishing a processing plant in China, the Japanese corporation 
was able to process meat that was procured for a lower price and sell that product 
locally for a higher margin.   
In conclusion, findings from this study indicate that there continues to be 
opportunities for expanding exports of Japanese processed food. In order to expand 
exports to China, it is necessary to consider the Chinese market in terms of Hong 
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Kong, Coastal Mainland China and Inland Mainland China. Secondly, there is a 
need to re-examine previously overlooked processed food that have potential for 
export. Third, when faced with a competitive marketplace, Japanese corporations 
should consider local production and local sales of products.  Incorporating this 
strategy into a policy can promote exports and the overseas expansion of the 
Japanese food industry (Made By Japan).Lastly, Japanese companies should 
consider partnerships with local companies to utilize the management resources of 
the partner company and to take advantage of their own strengths in quality control 
and production value to increase their competitiveness in the local market. This 
study provides important insight into how Japan can continue to expand the export 
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